
 

研究動向・成果 
 

 

将来の住宅確保要配慮世帯を予測する  
 

 

住宅研究部       長谷川 洋 

（キーワード）  住宅確保要配慮者、公営住宅、困窮年収、予測手法  

 

１．はじめに 

少子高齢化・人口減少が急速に進む中で、高齢者・

低額所得者等の住宅の確保に特に配慮を要する者

（以下「住宅確保要配慮世帯」という。）の居住の

安定の確保が重要な課題となっている。公営住宅等

の公的賃貸住宅の的確な供給・管理に加え、増加す

る民間賃貸住宅の空き家等の有効活用により、住宅

セーフティネットの強化が求められている。 

このため、2015年度から3ヶ年の計画で、地域での

居住の安定を担う住宅機能の戦略的マネジメント技

術の開発に取り組んでいる。この一環として、「住

宅確保要配慮世帯」の予測手法を開発した。 

２．住宅確保要配慮世帯の予測手法の枠組み  

住宅確保要配慮世帯を「公営住宅の施策対象とな

りうる世帯のうち、著しい困窮年収の世帯（最低居

住面積水準を満たす民営借家に適正な家賃負担率で

居住するために必要な年収に満たない世帯）」と定

義した。開発した予測手法のポイントは次の通りで

ある。①中長期視点で公営住宅ストックのマネジメ

ントや民間賃貸住宅の活用を検討できるよう、2015

年から2040年までの5年毎の時系列予測に対応。②ま

ちづくりと連携した公営住宅等の適正配置や民間ス

トックの活用を検討できるよう、市町村レベル全域

での予測に加え、中学校区等の小地域単位での予測

に対応。予測手法の基本アルゴリズムを図１に示す。 

３．具体の地方公共団体でのケーススタディ 

 具体の地方公共団体でケーススタディを実施し、

予測に必要なデータの市町村レベルでの生成方法等

の可能性を検証しながら手法を開発した。ある地方

公共団体での2030年時点での中学校区単位での住宅

確保要配慮世帯数の予測結果の例を図２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の予定 

開発した予測手法を地方公共団体のインハウス職

員等が簡易に利用できるようプログラム化し、解説

マニュアルとともに公表する予定である。 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要） 
住宅性能研究官 

(博士(工学)) 

【１】借家世帯の所有関係・世帯人員・収入階級別世帯数の推計 

１）借家について、世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計 

【住宅・土地統計調査：同調査の実施年次ベース】 

 

2）国勢調査に基づく世帯数推計による補正 【国勢調査実施年ベース】 

 

3）家計調査に基づく収入分位別世帯数へ補正 

 

【２】借家世帯のうち公営住宅の入居対象世帯数の推計 

１）収入分位五分位階級別の基準年収以下の世帯の割合の推計 

・本来階層：収入分位25％以下の世帯（政令月収15.8万円以下） 

・裁量階層：収入分位40％以下の世帯（政令月収21.4万円以下） 

 

2）本来階層の世帯数の推計 

・単身世帯（60歳以上等） 

・同居親族のある世帯 

3）裁量階層の世帯数の推計 

・高齢単身世帯、高齢夫婦世帯 

・子育て世帯（6歳未満の子ども等） 

【３】公営住宅施策対象世帯のうち「著しい困窮年収」世帯数の推計 

2）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の民営借家の入居に必

要な年収の推計 

 

3）必要年収未満の世帯数の推計【借家の世帯人員・収入分位別】 

1）最低居住面積水準の民営借家の家賃水準の推計 

図１ 住宅確保要配慮世帯の予測手法の基本アルゴリズム 

図２ 住宅確保要配慮世帯の予測例（2030年・中学校区単位） 
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若年・子育て世代の住生活満足度を 
規定する要因を読み解く 
 

住宅研究部             長谷川 洋 

（キーワード）  若年世代、子育て世代、住生活満足度、重点改善項目  

 

１．はじめに 

「住生活基本計画（全国計画・2011～2020年）の

目標である「豊かな住生活の実現」に向けては、効

果的な住宅政策の重点的実施が必要不可欠である。

このため、2014年度から3ヶ年の計画で、世代・世帯

属性ごとの住生活の豊かさに対する満足度（以下「住

生活満足度」という。）を規定する要因の解明に取

り組んでいる。2015年度は20～30歳代を中心とした

若年・子育て世代を対象として、統計調査を用いた

分析により、住生活満足度を規定する重要・優先項

目の抽出を行った。 

２．ＣＳポートフォリオ分析による住生活満足度の

向上に係る重要・優先項目の抽出 

 「住生活総合調査（国土交通省）」では、住宅及

び居住環境の各要素（30項目）について、満足度（満

足から非常に不満まで4段階）と重要度（重要から重

要でないまで3段階）を調査している。この調査結果

を用いて「CS（Customer Satisfaction：顧客満足度）

ポートフォリオ分析」を行い、住生活満足度向上に

係る重要・優先項目の抽出を行った。 

同分析手法は、満足度の総合評価からみた各要素

の満足度の相関性（偏差値）と、重要度の平均値か

らみた各要素の重要度の相関性（偏差値）を分析し、

縦軸に各要素の満足度偏差値、横軸に各要素の重要

度偏差値をとって各要素をプロットし、改善項目を

抽出する方法である。図に基本概念を示す。 

2008年住生活総合調査を用いた全国での分析結果

を表に示す。「重点改善」項目は、世帯型によって

異なるが、共通的な項目としては、住宅では地震・

台風等の安全性、防犯性、気密・断熱性、遮音性、

居住環境では周辺道路の歩行時の安全性、治安・犯

罪発生の防止、騒音等の少なさ等が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

表 CSポートフォリオ分析結果（2008年住生活総合調査） 

世帯型 

各要素  

単身世帯 夫婦世帯 親と子の世帯 

① ② ① ② ③ ④ ⑤ 

住
宅
の
各
要
素 

住宅の広さや間取り Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

収納の多さ、使いやすさ Ⅰ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 

水回りの使いやすさ、広さ Ⅳ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅱ 

地震・台風時の住宅安全性 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

火災時の避難の安全性 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

住宅の防犯性 Ⅳ Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

住宅のいたみの少なさ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

住宅の維持管理のしやすさ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 

住宅の断熱性や気密性 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

省エネルギー対応 Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 

高齢者等への配慮 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 

換気性能 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

主たる居住室の採光 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

外部からの騒音に対する遮音性 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 

上下階や隣戸からの騒音に対

する遮音性 
Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅱ 

居
住
環
境
の
各
要
素 

火災・地震・水害等への安全 Ⅰ Ⅰ Ⅳ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅳ 

敷地まわりのバリアフリー化 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 

周辺道路の歩行時の安全 Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

治安、犯罪発生の防止 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 

騒音、大気汚染等の少なさ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 

通勤・通学等の利便 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

日常の買い物、医療・福祉施設・

文化施設等の利便 
Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

子どもの遊び場・公園等 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 

緑・水辺等の自然とのふれあい Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 

敷地の広さや日当たり、風通し Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 

まちなみ、景観 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 

親や親戚の住宅との距離 Ⅲ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 

近隣やコミュニティとの関わり Ⅲ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 

福祉・介護サービス等の状況 Ⅲ Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅱ Ⅰ 

子育て支援サービスの状況 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 

 

３．今後の予定 

 詳細な分析を継続して行い、若年・子育て世代の

住生活満足度を規定する要因を解明する。 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要） 
住宅性能研究官 

(博士(工学)) 

図 CSポートフォリオ分析による４つの象限の基本概念 

Ⅰ 【重点維持】 

Ⅲ 【改

善】 

Ⅳ 【重点改善】 ＜施策例＞ 

・重要度の認識を高める取組 

・重要度の認識を改善行動に移す取組 

＜施策例＞ 

・重要度の認識を改善行動に移す取組 

＜施策例＞ 

・重要度の認識を高める取組 

・満足度を維持する取組 

＜施策例＞ 

・満足度を維持する取組 

Ⅰ【重点維持】領域 

Ⅳ【重点改善】領域 

Ⅱ【維持】領域 

満
足
度
偏
差
値 

50 

50 
重要度偏差値 

Ⅲ【改善】領域 

高 

 

低

い 
低

い 

高 

 

【世帯型の分類】 

 ①～34歳、②35～44歳、③長子～5歳 、④長子6～11歳、⑤長子12～17歳 

5.
地
方
創
生
・
暮
ら
し
や
す
さ
の
向
上
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（博士（工学））

　長谷川　洋

（キーワード）　　若年世代、子育て世代、住生活満足度、重点改善項目




